
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商品名：「Rimple’s Selection #124」 
（ルーブル下丸子参番館、VERXEED 中板橋Ⅱ） 

不動産特定共同事業契約（匿名組合型） 

電子取引業務に係る重要事項説明書（簡易版） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不動産特定共同事業法（平成 6年法律第 77号。以下「法」といいます。）第 31 条の 2第 3項の規定

に基づき、お客様に重要な影響を与える事項を本書面をもってご説明申し上げます。 

不動産特定共同事業契約の締結にあたり、本書の内容は重要ですので、十分に目を通し、ご理解いた

だきますようお願い申し上げます。 

 

             〇当社の概要 

本 店 東京都新宿区西新宿 6-5-1 新宿アイランドタワー41階 

商 号 プロパティエージェント株式会社 

代表者氏名 代表取締役 中西 聖 

許 可 番 号 金融庁長官・国土交通大臣 第 90号 

業務管理者 佐藤 孝 



 

1 当社の業務管理者及び不動産特定共同事業者の財務状況に関する事項 

業務管理者名簿 氏名 佐藤 孝 

住所 東京都新宿区西新宿 6-5-1 新宿アイランドタワー41階 

宅地建物取引士登録

番号 

（神奈川）第 126702号 

主務大臣が指定する

講習を修了したこと

または登録証明事業

による証明を受けて

いることを示す事項 

登録証明事業名：不動産証券化協会認定マスター 

認定番号：M2210409 

事務所の業務管理者

となった年月日 

2023年 1月 23日 

事務所の業務管理者

でなくなった年月日 

現任 

事業開始日を含む事業年度の直前 3 年の

各事業年度の貸借対照表及び損益計算書

の要旨 

別紙をご参照ください。 

 

2 対象不動産の特定及び当該対象不動産に係る不動産取引に関する事項 

◆対象不動産の表示   

ルーブル下丸子参番館 105 号 

  （１）土地  

所在 東京都大田区下丸子一丁目 94番地 2 

地番 東京都大田区下丸子一丁目 94番 2 

地目 公募：宅地、現況：宅地 

地積 561.56㎡（公簿面積） 

土地に関する権利の内容 所有権 

  （２）建物の表示 

一棟の建物 ルーブル下丸子参番館 

所在 東京都大田区下丸子一丁目 94番地 2 

構造及び階層 鉄筋コンクリート造陸屋根 6階建 

築年月日 2015年 6月 23日 

床面積 1,374.27㎡（公簿面積） 

  （３）対象不動産 

家屋番号 東京都大田区下丸子一丁目 94番 2の 105 

種類 居宅 

構造及び階層 鉄筋コンクリート造 1階建 

床面積 1階部分 

23.09㎡（公簿・延面積） 

25.92㎡（専有面積・壁芯面積） 

敷地権割合 107,821分の 2,592 

所有者 プロパティエージェント株式会社 

本事業者の固有財産を対象不動産とします。 

 

管理は委託を行っています。 

管理の形態：委任管理（通勤） 

管理委託先： 



名称：株式会社 TFDコミュニティ 

所在：東京都港区赤坂 4丁目 2番 6号 住友不動産新赤坂ビル 8階 

登録番号：国土交通大臣（５）第 031566号 

 

VERXEED中板橋Ⅱ701号 

  （１）土地  

所在 東京都板橋区中板橋 15番地 17 

地番 東京都板橋区中板橋 15番地 17 

地目 公募：宅地、現況：宅地 

地積 187.22㎡（公簿面積） 

土地に関する権利の内容 所有権 

  （２）建物の表示 

一棟の建物 VERXEED中板橋Ⅱ 

所在 東京都板橋区中板橋 15番地 17 

構造及び階層 鉄筋コンクリート造陸屋根 11階建 

築年月日 2017年 12月 7日 

床面積 847.44㎡（公簿面積） 

  （３）対象不動産 

家屋番号 東京都板橋区中板橋 15番 17の 701 

種類 居宅 

構造及び階層 鉄筋コンクリート造 1階建 

床面積 7階部分  

23.06㎡（公簿・延面積） 

25.30㎡（専有面積・壁芯面積） 

敷地権割合 73,370分の 2,530 

所有者 プロパティエージェント株式会社 

本事業者の固有財産を対象不動産とします。 

 

管理は委託を行っています。 

管理の形態：委任管理（通勤） 

管理委託先： 

名称：株式会社ベルテックス 

所在：東京都新宿区西新宿 6丁目 8番 1号 住友不動産オークタワー9階 

登録番号：国土交通大臣（１）第 034562号 

 

 ◆対象不動産に係る不動産取引の内容 

対象不動産に係る不動産取引の取引態様の

別 

賃貸借及び売買 

出資を伴う契約にあっては、対象不動産に

係る借入れ及びその予定の有無並びに当該

借入れ又はその予定がある場合には借入先

の属性、借入残高又は借入金額、返済期限

及び返済方法、利率、担保の設定に関する

事項並びに借入れの目的及び使途 

対象不動産に係る借入れはなく、またその予定もありませ

ん。 

 

不動産取引の開始予定日 2026年 7月 29日 

不動産取引の終了予定日 2027年 1月 28日 

 

◆対象不動産に関する事項 

ルーブル下丸子参番館 105号 

対象不動産の価格 金 21,600,000円 

対象不動産価格の算定方法 

（当該算定について算式がある場合におい

ては当該算式を含む。） 

鑑定方法： 

原価法 

取引事例比較法 



収益還元法（直接還元法及び DCF法） 

不動産鑑定士による鑑定評価の有無並びに

当該鑑定評価を受けた場合には鑑定評価の

結果及び方法の概要並びに鑑定評価を行っ

た者の氏名 

鑑定評価の有無：有 

 

不動産鑑定評価に基づく調査を実施 

 実施日時：2026年 5月 20 日 

 不動産鑑定士：三原 一洋 

株式会社日本橋鑑定総合事務所 

公益社団法人日本不動産鑑定士協会連合会会員 

東京都知事登録（4）第 2064 号 

 

VERXEED中板橋Ⅱ701 号 

対象不動産の価格 金 24,600,000円 

対象不動産価格の算定方法 

（当該算定について算式がある場合におい

ては当該算式を含む。） 

鑑定方法： 

原価法 

取引事例比較法 

収益還元法（直接還元法及び DCF法） 

不動産鑑定士による鑑定評価の有無並びに

当該鑑定評価を受けた場合には鑑定評価の

結果及び方法の概要並びに鑑定評価を行っ

た者の氏名 

鑑定評価の有無：有 

 

不動産鑑定評価に基づく調査を実施 

 実施日時：2026年 5月 20 日 

 不動産鑑定士：三原 一洋 

株式会社日本橋鑑定総合事務所 

公益社団法人日本不動産鑑定士協会連合会会員 

東京都知事登録（4）第 2064 号 

 

3 不動産特定共同事業契約（本契約）に関する事項 

 ◆出資を伴う契約の場合の記載事項 

収益又は利益の分配及び出資の返還を受

ける権利の名称がある場合にはその名称 

Rimple’s Selection ＃124 

（ルーブル下丸子参番館、VERXEED中板橋Ⅱ） 

出資予定総額又は出資総額の限度額 出資予定総額 金 45,400,000円(総口数 4,540口) 

うち優先出資予定総額：31,780,000円 

(優先出資募集口数 3,178口) 

うち劣後出資予定総額：13,620,000円 

 (劣後出資募集口数 1,362口) 

※「優先出資」とは、優先出資予定総額の全部又は一部

としての出資で、金銭の分配及び出資の価額の返還に

おいて劣後出資者に対して優先的地位を有する出資

をいい、優先出資をした者を「優先出資者」といいま

す。優先出資者は、金銭の分配及び出資の価額の返還

において以下に定義する劣後出資者に対して優先的

地位を有します。 

※「劣後出資」とは、本事業者が本事業のためにする劣

後出資総額に対する計算上の負担をいい、劣後出資し

た者を「劣後出資者」といいます。本契約上、本事業

者のみが劣後出資者になるものとし、本事業者は劣後

出資者としての地位を第三者に譲渡できません。 

出資単位 1口 10,000円 

申込の期間及び方法 申込期間 

 2026年 7月 10日から 

2026年 7月 13日まで 

申込方法 

 下記 URLより、出資応募ページにアクセスし、当該ペー

ジにて必要事項を入力し、申込みを行います。  



https://funding.propertyagent.co.jp/funds 

払込又は引渡しの期日及び方法 払込期日 

 2026年 7月 22日まで 

払込方法 

 本事業者の指定する金融機関口座への振込 

 なお、振込手数料は事業参加者負担とします。 

 

 ◆不動産特定共同事業契約に係る財産の管理に関する事項 

法第 27 条に規定する財産の分別管理を行って

いる旨 

本事業者は、法第 27 条に基づき、本事業に係る財産

を自己の固有財産又は他の不動産特定共同事業に係

る財産と分別して管理します。 

上記の分別管理が信託法（平成 18年法律第 108

号）第 34条に基づく分別管理と異なるときは、

その旨 

上記の分別管理は、信託法第 34 条に基づく分別管理

とは異なります。 

修繕費、損害保険料その他対象不動産を管理す

るために必要な負担に関する事項 

管理費、修繕積立金、インターネット使用料、町会費

は本事業で負担いたします。 

 

 ◆契約の解除に関する事項 

契約の解除又は組合からの脱退の可否及びそ

の条件、その方法 

①出資者は、やむを得ない事由が存在する場合には、

本事業者に対して書面によって通知することによ

り、本契約を解除することができます。また、出資

者が死亡した場合又は後見開始の審判を受けた場合

には、その相続人又は成年後見人は、本事業者に対

して書面によって通知することにより、本契約を解

除することができます。 

②出資者が破産手続開始の決定を受けた場合には、本

契約は当然に終了するものとします。 

契約の解除又は組合からの脱退に係る手数料 後述「不動産特定共同事業者の報酬・手数料に関する事

項」をご参照願います。 

契約の解除又は組合からの脱退の申込期間 申込期間の制限はございませんが、まずは速やかにご

連絡いただきますよう、お願い申し上げます。 

契約の解除又は組合からの脱退が多発したと

きは、不動産取引を行うことができなくなる

おそれがあることについて 

本事業に対して本事業者と事業参加者との間の不動産

特定共同事業契約の解除が多発したときは、本事業を

継続できなくなるおそれがあります。 

法第 26 条第 1 項から第 3 項までの規定に関

する事項（クーリングオフ制度について） 

① 施行規則第 44 条第 1 項第 1 号に掲げる

方法により提供された場合、当該書面に

記載すべき事項が事業参加者の使用に係

る電子計算機に備えられたファイルへ記

録された日 

② 施行規則第 44 条第 1 項第 2 号に掲げる

方法により提供された場合、同号に規定

するファイルを受領した日 

出資者は、法第 25条の書面を受領した日（当該書面の

交付に代えて施行規則第 44条に規定する方法により当

該書面に記載すべき事項の提供が行われた場合は、左

記①又は②に定める日）から起算して 8 日を経過する

までの間、本事業者に書面によって通知することによ

り、本契約を解除することができます。 

この解除は、出資者が本契約の解除を行う旨の書面を

発したときに効力が生じます。この解除によって、出資

者はその後の手続きを要することなく、本事業に係る

出資者でなかったものとみなされます。 

この場合、本事業者は出資者に対して払込済みの出資

金額を返還します。また本事業者は、この解除に伴う損

害賠償又は違約金の支払いを請求することはできませ

ん。 

 

 ◆不動産特定共同事業者の報酬・手数料に関する事項（報酬の計算方法、支払額、支払方法、支払時期） 

セットアップ報酬 本事業の組成の対価として、対象不動産の取得時に、

金 0円 

管理運営報酬 各計算期間に係る対象不動産の管理運営の対価とし



て、事業参加者への金銭の分配時に、本事業に係る分

配金の合計額の 0％ 

売却報酬 対象不動産の全部又は一部の売却等の対価として、事

業参加者への金銭分配時に、売却等の価格の 0％ 

譲渡に伴う事務手数料 本契約上の地位の譲渡に伴う事務手数料として、譲渡

完了時に金 30,000円 

支払方法 譲渡に伴う事務手数料については、当該譲渡人より本

事業者が別途指定する口座に振込送金の方法により

お支払いいただきます（振込手数料もご負担願いま

す）。 

  ※上記の報酬および事務手数料には、別途消費税がかかります。 

 

 ◆不動産特定共同事業の実施により予想される損失発生要因に関する事項（後述「※金融サービス法に基づ

き、本契約の締結までに説明すべき重要事項」も併せてご参照ください。） 

不動産特定共同事業者の業務又は財産の状

況の変化を直接の原因として元本欠損が生

じるおそれについて 

本事業者の業務又は財産の状況等の変化（本事業者の破

産等）によっては、これを直接又は間接の原因として元

本欠損が生じ、出資者に元本が返還されないおそれがあ

ります。 

契約上の権利を行使することができる期間

の制限又は契約の解除若しくは契約上の権

利及び義務の譲渡をすることができる期間

の制限について 

本契約に基づき発生した利益分配請求権又は出資の価

額の返還請求権については、消滅時効（権利を行使する

ことができることを知った時から 5年間、権利を行使す

ることができる時から 10年間）の適用があります。 

また本契約上認められる解除及び譲渡につき、本契約上

の期間の制限はありません。 

但し、クーリングオフ（法第 26 条に基づく解除）につ

いては解約できる期間に制限があります。（詳細につい

ては、前述「契約の解除に関する事項」を参照願います。） 

金利、通貨の価格、金融商品取引法第 2条第

14 項に規定する金融商品市場における相場

その他の指標に係る変動を直接の原因とし

て元本欠損が生じるおそれについて 

①空室による減収 

本事業の損益は、対象不動産の空室の発生による賃貸

収入の減収により、賃貸収益が悪化した場合には損失

が発生し、元本欠損が生じるおそれがあります。 

②売却損の発生 

対象不動産を売却した場合、不動産市場の状況等によ

り売却損が発生することにより、契約が終了した時点

で出資者が受領する出資金について元本欠損が生じ

るおそれがあります。 

③評価額の低下 

不動産市況により、空室率の上昇、賃料の下落、賃料

徴収不能等が発生し、賃貸収益が減少し、その結果対

象不動産の評価額が優先出資金額を下回ることによ

り、本契約が終了した場合又は本契約の事業参加者た

る地位を譲渡した場合に、出資者が受領する出資金に

ついて、元本欠損が生じるおそれがあります。 

 

 ◆不動産特定共同事業契約に係る不動産取引から損失が生じた場合における当該損失の負担に関する事項 

出資を伴う契約にあっては元本の返還につい

て保証されたものではない旨 

本事業者は、出資者からの出資額の返還を保証する義

務を負わず、出資額の返還については保証されたもの

ではありません。 

任意組合契約等であって事業参加者が無限責

任を負うものにあっては、事業参加者が無限

責任を負う旨 

本契約は左記の事項に該当しません。 

 

 ※金融サービス法に基づき、本契約の締結までに説明すべき重要事項 



価格変動リスク（金融商品の販売について、

金利、通貨の価格、金融商品市場における相

場その他の指標に係る変動を直接の原因とし

て元本欠損が生ずるおそれ） 

①不動産市場の影響による対象不動産の価格変動リス

ク 

対象不動産の価格は、不動産市場の影響を受けて変

動しますので、投資元本を割り込むことがあります。 

対象不動産から生ずる事業収益及び経済的要因の変

動により、出資の価額が当初出資金を割り込むこと

があります。 

契約期間の途中での本契約の解除あるいは組合員た

る地位の譲渡を行う場合にその時点での経済情勢、

不動産市場、組合運営状況等により組合員たる地位

の価格が当初出資金を割り込むことがあります。 

本事業者が組合員たる地位を買い取る価格は、対象

不動産から生じる不動産の事業損益及び経済的要因

により変動しますので、組合員たる地位の価格が当

初出資金を割り込むことがあります。 

②余裕金の運用対象の価格変動リスク 

本事業に関し生じた余裕金は、金融機関（施行規則第

11 条第 2 項第 14号ロに規定するものに限ります。）

の預金口座に預金する方法により運用されます。し

たがって、金融機関の破綻等により、損失を被ること

があります。 

③上記の元本欠損が生ずるおそれを生じさせる取引の

仕組みとしては、以下のようなものが挙げられます。 

・本事業者が対象不動産の不動産取引を行うものであ

ること 

・本契約が対象不動産の不動産取引から生ずる損益の

分配を受ける商法上の匿名組合契約であること 

・本事業者は本事業から生じる損益の分配を何ら保証

しているものではないこと 

・余裕金については、法により運用方法が限定されて

いること 

信用リスク（金融商品の販売について、当該

金融商品の販売を行う者その他の者の業務又

は財産の状況の変化を直接の原因として元本

欠損が生ずるおそれ） 

①本事業者の倒産リスク 

万が一、本事業者の倒産により、本事業者の業務運営

に支障をきたした場合には、出資金全額が返還され

ないおそれがあります。 

②その他の信用リスク 

契約期間の途中で本契約上の地位の譲渡を行う場

合、その時点で本事業者の信用状況により、本契約上

の地位の譲渡価格が当初出資金を割り込むことがあ

ります。 

③上記の元本欠損が生ずるおそれを生じさせる取引の

仕組みとしては、以下のようなものが挙げられます。 

・本事業者が対象不動産の不動産取引を行うものであ

ること 

・本契約が対象不動産の不動産取引から生ずる損益の

分配を受ける商法上の匿名組合契約であること 

・本事業者は本事業から生じる損益の分配を何ら保証

しているものではないこと 

・本契約上の地位の譲渡については十分な市場が存在

せず、流動性が低いこと 

その他のリスク（上記リスクに掲げるものの

ほか、当該金融商品の販売について顧客の判

断に影響を及ぼすこととなる重要なものとし

①税制リスク 

税制の変更（増税等）により、損失を被るあるいは当

初想定していた利益を逸すること、及びこれにより



て政令で定める事由を直接の原因として元本

欠損が生ずるおそれ） 

出資の価額が当初出資金を割り込むことがありま

す。 

②不動産の滅失・毀損・劣化リスク 

（災害リスク・環境リスク） 

対象不動産の全部又は一部が、地震などの災害によ

って滅失・毀損又は劣化した場合、土壌汚染等の隠れ

たる瑕疵が見つかった場合、賃料の下落や不動産売

却価格の下落が生じ、損失を被ることがあります。ま

たこれにより本契約上の地位の価格が当初出資金を

割り込むことがあります。 

③上記の元本欠損が生ずるおそれを生じさせる取引の

仕組みとしては、以下のようなものが挙げられます。 

・本事業者が対象不動産の不動産取引を行うものであ

ること 

・当該対象不動産に適用される税制の変更リスク、又

は対象不動産の滅失・毀損・劣化するリスク（災害リ

スクと環境リスク）が、当該不動産取引から生じた損

益の分配、出資価額の返還に直接的な影響を与える

仕組みになっていること 

本契約上の権利を行使することができる期間

の制限又は本契約の解除をすることができる

期間の制限について 

前述「契約の解除に関する事項」を参照願います。 

 

 ◆事業参加者の契約上の権利及び義務の譲渡の可否、条件、方法、手数料、支払方法及び支払時期 

譲渡の可否、条件、方法について 本事業者の事前の書面又は電磁的方法による承諾があ

る場合に限り、本契約上の地位を譲渡することができ

ます。但し、本事業者は、当該承諾を正当な理由なしに

拒否することはできません。 

手数料の有無、支払方法及び支払時期 本契約上の地位を譲渡した場合、当該譲渡に伴う事務

手続の対価として金 30,000 円をお支払いいただきま

す。 

 

 ◆施行規則第 54 条第 2 号に規定する措置の概要及び当該不動産特定共同事業契約に関する当該措置の実施

結果の概要 

財務状況 開発企画部部長は、毎月取締役会にて報告される、貸

借対照表、損益計算書等を閲覧し、財務状況を把握し、

財務状況の視点から、事業計画と不動産特定共同事業

（商品）への投資計画の適否の判断を行います。 

不動産特定共同事業（商品）の適正 

(事業計画の内容・資金使途) 

事業計画内容及び資金使途の適否については、十分な

調査と審査が実施される体制を構築しています。 

具体的には、事業計画の内容の妥当性の検証に際して

は事業者である当社が現物不動産（当該事業の対象不

動産）を売買する際には、開発企画部の担当者が立地

や周辺環境、登記情報、賃料相場、入居者の需要を調

査した上で収支計画等を作成する。資金使途について

は、①調達しようとする資金の額が事業計画や不動産

特定共同事業者の財務状況に照らして合理的である

こと②資金使途の内訳が事業計画に照らして適当な

ものであること③自転車操業や私的流用等の不健全

な使途とならないために、調達しようとする資金の額

が不動産価値に見合った額となっていること等につ

いて投資委員会にて審査を行います。 

コンプライアンス体制 収集した情報を元に、経営企画部部長及び開発企画部



 を所管する役員が法令・社内規則、財務・経理等に係

るリスクに関して審査・確認を実施し、コンプライア

ンス上・財務上で問題ないことの審査を行います。 

投資・電子取引業務の対象とすることの適否の

判断 

開発企画部が企画（販売計画及び運用計画）を立案

し、当該企画が合理的な根拠に基づいているか、当該

企画及び事業者（当社）の財務状況に照らして合理的

な募集額が設定されているか等の観点から商品化の

適否を審査し、投資委員会の委員の全員の賛成を得

られた場合において投資・電子取引業務の対象とす

ることを可能とする判断を行います。 

その他電子取引業務の対象とすることの適否

の判断 

出資者からの信頼を確保するよう、関係法令等を遵

守した勧誘となるような体制が構築されています。 

上記措置の実施結果 本事業者は、本事業に関し、上記各措置を適切に実施

しています。 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別紙 1） 

直前3年のBS、PL 

貸 借 対 照 表 
  

  

 （ 2024 年 ３ 月 31 日現在 ） （単位：千円） 

科    目 金   額 科    目 金   額 

（資 産 の 部）  （負 債 の 部）  

流 動 資 産 44,704,903 流 動 負 債 22,062,695 

現 金 及 び 預 金 7,399,579 買 掛 金 1,792,360 

売 掛 金 22,488 短 期 借 入 金 9,547,380 

販 売 用 不 動 産 20,449,593 １ 年 以 内 償 還 予 定 社 債 68,000 

仕 掛 販 売 用 不 動 産 15,721,270 １年以内返済予定長期借入金 7,944,559 

前 渡 金 443,099 未 払 金 90,100 
前 払 費 用 85,041 未 払 費 用 407,904 
短 期 貸 付 金 704,000 未 払 法 人 税 等 280,263 
そ の 他 66,533 未 払 消 費 税 等 323,188 
貸 倒 引 当 金 △186,703 前 受 金 71,706 

固 定 資 産 88,075 預 り 金 1,305,409 

有 形 固 定 資 産 48,243 前 受 収 益 49,419 

建 物 20,179 賞 与 引 当 金 41,621 

構 築 物 5,907 役 員 賞 与 引 当 金 - 

車 両 運 搬 具 0 ア フ タ ー コ ス ト 引 当 金 140,783 

工 具 、 器 具 及 び 備 品 95 固 定 負 債 13,896,294 

土 地 22,062 社 債 734,000 
無 形 固 定 資 産 39,832 長 期 借 入 金 12,997,378 
ソ フ ト ウ ェ ア 39,711 そ の 他 164,916 

そ の 他 121 負 債 合 計 35,958,990 

投 資 そ の 他 の 資 産 390,875 （純 資 産 の 部）   

投 資 有 価 証 券 0 株 主 資 本 9,224,864 

破 産 更 生 債 権 等 26,466 資 本 金 618,734 

長 期 前 払 費 用 12,778 資 本 剰 余 金 568,734 

繰 延 税 金 資 産 320,874 資 本 準 備 金 568,734 

そ の 他 169,692 利 益 剰 余 金 8,037,395 

貸 倒 引 当 金 △138,936 利 益 準 備 金 30,936 
  そ の 他 利 益 剰 余 金 8,006,458 

  繰 越 利 益 剰 余 金 8,006,458 

  自 己 株 式 - 

  評 価 ・ 換 算 差 額 等 - 

  その他有価証券評価差額金 - 

  新 株 予 約 権 - 

  純 資 産 合 計 9,224,864 

資 産 合 計 45,183,855 負 債 ・ 純 資 産 合 計 45,183,855 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

損 益 計 算 書 
 

       
          

 
 

 
 

（単位：千円） 
   

科       目 金       額 

売 上 高   40,174,217 

売 上 原 価   33,588,312 

売 上 総 利 益   6,585,905 

販売費及び一般管理費   3,857,087 

営 業 利 益   2,728,817 

営 業 外 収 益    

受 取 利 息 1,864  

受 取 配 当 金 5,602  

違 約 金 収 入 3,950  

履 行 義 務 免 除 益 6,441  

そ の 他 7,903 25,761 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 316,029  

支 払 手 数 料 110,416  

賃 倒 引 当 金 繰 入 額 185,000  

そ の 他 9,373 620,819 

経 常 利 益  2,133,760 

税 引 前 当 期 純 利 益  2,133,760 

法人税、住民税及び事業税  753,410 

法 人 税 等 調 整 額  △82,287 

当 期 純 利 益   1,462,636 

 

 

 

 

（ 2023 
2024 

年 
年 

４ 
３ 

月 
月 

１ 
31 

日から 
日まで ） 



 

 

 

貸 借 対 照 表 
  

  

 （ 2025 年 ３ 月 31 日現在 ） （単位：千円） 

科    目 金   額 科    目 金   額 

（資 産 の 部）  （負 債 の 部）  

流 動 資 産 50,606,329 流 動 負 債 22,662,796 

現 金 及 び 預 金 5,505,676 買 掛 金 1,076,405 

売 掛 金 24,338 短 期 借 入 金 10,533,600 

販 売 用 不 動 産 19,482,420 １ 年 以 内 償 還 予 定 社 債 468,000 

仕 掛 販 売 用 不 動 産 24,448,355 １年以内返済予定長期借入金 8,145,763 

前 渡 金 348,167 未 払 金 121,270 
前 払 費 用 65,060 未 払 費 用 233,558 
短 期 貸 付 金 823,000 未 払 法 人 税 等 466,111 
そ の 他 161,524 未 払 消 費 税 等 0 
貸 倒 引 当 金 △252,214 前 受 金 202,179 

固 定 資 産 532,842 預 り 金 1,305,409 

有 形 固 定 資 産 47,022 前 受 収 益 47,209 

建 物 19,363 賞 与 引 当 金 46,845 

構 築 物 5,549 役 員 賞 与 引 当 金 - 

車 両 運 搬 具 0 ア フ タ ー コ ス ト 引 当 金 192,172 

工 具 、 器 具 及 び 備 品 47 固 定 負 債 18,565,953 

土 地 22,062 社 債 266,000 
無 形 固 定 資 産 26,236 長 期 借 入 金 18,057,648 
ソ フ ト ウ ェ ア 26,115 そ の 他 242,305 

そ の 他 121 負 債 合 計 41,228,750 

投 資 そ の 他 の 資 産 459,583 （純 資 産 の 部）   

投 資 有 価 証 券 0 株 主 資 本 9,910,421 

破 産 更 生 債 権 等 26,466 資 本 金 100,000 

長 期 前 払 費 用 8,689 資 本 剰 余 金 1,087,469 

繰 延 税 金 資 産 393,721 資 本 準 備 金 1,087,469 

そ の 他 169,642 利 益 剰 余 金 8,722,952 

貸 倒 引 当 金 △138,936 利 益 準 備 金 30,936 
  そ の 他 利 益 剰 余 金 8,692,015 

  繰 越 利 益 剰 余 金 8,692,015 

  自 己 株 式 - 

  評 価 ・ 換 算 差 額 等 - 

  その他有価証券評価差額金 - 

  新 株 予 約 権 - 

  純 資 産 合 計 9,910,421 

資 産 合 計 51,139,172 負 債 ・ 純 資 産 合 計 51,139,172 

 

 

 

 

 
 

 



 

 

 

損 益 計 算 書 
                  

 
 

 
 

（単位：千円） 
   

科       目 金       額 

売 上 高   47,279,875 

売 上 原 価   40,419,191 

売 上 総 利 益   6,860,684 

販売費及び一般管理費   3,954,659 

営 業 利 益   2,906,025 

営 業 外 収 益    

受 取 利 息 7,579  

受 取 配 当 金 2  

違 約 金 収 入 2,200  

履 行 義 務 免 除 益 1,351  

そ の 他 741 11,874 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 449,020  

支 払 手 数 料 119,414  

賃 倒 引 当 金 繰 入 額 65,000  

そ の 他 5,260 638,695 

経 常 利 益  2,279,203 

税 引 前 当 期 純 利 益  2,279,203 

法人税、住民税及び事業税  866,493 

法 人 税 等 調 整 額  △72,846 

当 期 純 利 益   1,485,557 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 2024 
2025 

年 
年 

４ 
３ 

月 
月 

１ 
31 

日から 
日まで ） 



 

 

 

貸 借 対 照 表 
  

  

 （ 2026 年 ３ 月 31 日現在 ） （単位：千円） 

科    目 金   額 科    目 金   額 

（資 産 の 部）  （負 債 の 部）  

流 動 資 産 50,813,162 流 動 負 債 24,310,668 

現 金 及 び 預 金 6,850,454 買 掛 金 2,127,906 

売 掛 金 27,107 短 期 借 入 金 11,727,460 

販 売 用 不 動 産 20,393,919 １ 年 以 内 償 還 予 定 社 債 48,000 

仕 掛 販 売 用 不 動 産 22,420,542 １年以内返済予定長期借入金 7,869,926 

前 渡 金 534,550 未 払 金 215,908 
前 払 費 用 74,605 未 払 費 用 309,091 
短 期 貸 付 金 1,045,000 未 払 法 人 税 等 431,476 
そ の 他 170,038 未 払 消 費 税 等 67,747 
貸 倒 引 当 金 △703,055 前 受 金 136,056 

固 定 資 産 775,972 預 り 金 1,047,144 

有 形 固 定 資 産 45,824 前 受 収 益 63,186 

建 物 18,547 賞 与 引 当 金 36,750 

構 築 物 5,215 ア フ タ ー コ ス ト 引 当 金 229,732 

土 地 22,062 そ の 他 281 

無 形 固 定 資 産 17,025 固 定 負 債 17,266,507 

ソ フ ト ウ ェ ア 16,904 社 債 518,000 
そ の 他 121 長 期 借 入 金 16,378,156 
投 資 そ の 他 の 資 産 713,122 そ の 他 369,351 

破 産 更 生 債 権 等 26,466 負 債 合 計 41,576,176 

長 期 前 払 費 用 3,770 （純 資 産 の 部）   

繰 延 税 金 資 産 652,151 株 主 資 本 10,012,959 

そ の 他 169,670 資 本 金 100,000 

貸 倒 引 当 金 △138,936 資 本 剰 余 金 1,087,469 

  資 本 準 備 金 1,087,469 

  利 益 剰 余 金 8,825,489 

  利 益 準 備 金 30,936 
  そ の 他 利 益 剰 余 金 8,794,552 

  繰 越 利 益 剰 余 金 8,794,553 

   - 

   - 

   - 

   - 

  純 資 産 合 計 10,012,959 

資 産 合 計 51,589,135 負 債 ・ 純 資 産 合 計 51,589,135 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

損 益 計 算 書 
                  

 
 

 
 

（単位：千円） 
   

科       目 金       額 

売 上 高   52,481,470 

売 上 原 価   44,972,513 

売 上 総 利 益   7,508,956 

販売費及び一般管理費   4,622,708 

営 業 利 益   2,886,248 

営 業 外 収 益    

受 取 利 息 18,759  

受 取 配 当 金 2  

雑 収 入 6,867 25,630 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 595,388  

支 払 手 数 料 104,376  

賃 倒 引 当 金 繰 入 額 462,000  

そ の 他 5,384 1,167,149 

経 常 利 益  1,744,729 

税 引 前 当 期 純 利 益  1,744,729 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  803,252 

法 人 税 等 調 整 額  △258,430 

当 期 純 利 益  1,199,907 

 

 

 

 

 

（ 2025 
2026 

年 
年 

４ 
３ 

月 
月 

１ 
31 

日から 
日まで ） 


